
大洗町人事行政の運営等の状況の公表について 

 

 

 大洗町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基づき，令和元年度の大洗町人事

行政の運営等の状況について，次のとおり公表します。 

 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

 （１）採用者数の状況 

区 分 
H31.4.1～R2.3.31採用者数（人） 

試験採用 選考採用 再任用 計 

行政職 7 0 8 15 

消防職 4 0 1 5 

技能労務職 0 0 0 0 

合計 11 0 9 20 

※行政職には消防職，技能労務職以外のすべての職を含む。 

※再任用欄は，定年退職後の再任用の数 

 

 （２）退職者数の状況 

 H31.4.1～R2.3.31退職者数（人） 

定年 勧奨 普通 再任用満了 その他 計 

行政職 2 1 1 8 0 12 

消防職 0 0 1 1 0 2 

技能労務職 0 0 0 0 0 0 

合計 2 1 2 9 0 14 

※行政職には消防職，技能労務職以外のすべての職を含む。 

 

 （３）職員数の状況 

区 分 
職員数（人） 

H30.4.1 H31.4.1 対前年比 

行政職 165 172 7 

消防職 46 46 0 

技能労務職 2 2 0 

合計 213 220 7 

※行政職には消防職，技能労務職以外のすべての職を含む。 

※地方公務員法第 28条の 4の規定に基づく常時勤務を要する者を含む。（再任用職員） 

 

 

 



２ 職員の人事評価の状況 

 地方公務員法の規定に基づき，すべての職員を対象に実施しており，職員の職務に対する

意欲を引き出し，適正な人材育成を図るとともに，公平かつ公正な人事管理を行うことを目

的としている。 

〇評価方法・・・業績評価（目標達成度評価），能力評価（能力，態度評価） 

 

３ 職員の給与の状況（平成 31年 4月 1日現在） 

（１）平均給料月額及び平均年齢 

区 分 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 

行政職 294,262円 313,852円 39.0歳 

消防職 263,967円 293,128円 31.4歳 

技能労務職 292,850円 296,100円 57.5歳 

※行政職には消防職，技能労務職以外のすべての職を含む。 

※地方公務員法第 28条の 4の規定に基づく常時勤務を要する者を含む。（再任用職員） 

※給与月額とは，給料及び職員手当（期末・勤勉手当，退職手当を除く）の合計をいう。 

 

（２）初任給の状況（平成 31年 4月 1日現在） 

区 分 学歴 初任給 

行政職 
大学卒 180,700円 

高校卒 148,600円 

消防職 
大学卒 206,900円 

高校卒 167,700円 

技能労務職 高校卒 146,000円 

※行政職には消防職，技能労務職以外のすべての職を含む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（３）職員手当（平成 31年 4月 1日現在） 

期末勤勉手当 

支給割合 

支給率 期末手当 勤勉手当 

6月期 
1.3月 

（0.725月） 

0.925月 

（0.45月） 

12月期 
1.3月 

（0.725月） 

0.925月 

（0.45月） 

計 
2.6月 

（1.45月） 

1.85月 

（0.9月） 

・職制上の段階，職務の等級による加算措置あり 

管理職手当 
管理又は監督の地位にある職員のうち規則で指定する者について，その

職務の特殊性に応じて支給 

扶養手当 
他に生計の途がなく，主として職員の扶養を受けている扶養親族のある

職員に支給 

住居手当 
自ら居住するための住居を借り受け，月額 12,000 円を超える家賃を払

っている職員に対し，月額 27,000円を限度に支給 

通勤手当 
通勤のため自動車その他の交通用具で，規則で定めるものを使用するこ

とを常例とする職員に支給（通勤距離が 2km未満である者を除く） 

特殊勤務手当 危険，不快又は困難な勤務等に従事する職員に対して支給 

退職手当 
茨城県市町村総合事務組合の退職手当条例の規定に基づき，給料，勤務

年数に応じて計算した額に，職責に応じた調整額を加算して支給 

※期末・勤勉手当において，（ ）内は再任用職員に係る支給割合 

 

（４）特別職の報酬等の状況（平成 31年 4月 1日現在） 

区  分 給料・報酬月額 期末手当 

町   長 

給 料 

821,000円 

6月期 1.675月 

12月期 1.675月 

合計   3.35月 

副 町 長 632,000円 

教 育 長 558,000円 

議   長 

報 酬 

343,000円 

副 議 長 300,000円 

議   員 275,000円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

（１）勤務時間（平成 31年 4月 1日現在） 

  〇勤務時間  午前 8時 30分から午後 5時 15分まで（7時間 45分勤務） 

  〇休憩時間  正午から午後 1時まで 

         ※業務の都合により上記休憩時間を変更することがある。 

 

（２）休暇（平成 31年 4月 1日現在） 

休暇の種類 内 容 

年次休暇 

・1月 1日を基準として，1年につき 20日 

・年の中途において新たに職員となるものは，当該年における在職期間

に応じた日数 

療養休暇 

・公務又は通勤による負傷又は疾病のため療養を要する場合は，必要と

認める期間 

・私事による負傷又は疾病のため療養を要する場合は，90日以内（結核

性疾患等の場合は 1年以内）において必要と認める期間 

特別休暇 

・選挙権の行使，結婚，出産，忌引，子の看護その他特別な事由により

職員が勤務しないことが相当であるものとして，規則で定める場合 

・規則で定める日数 

介護休暇 

・職員の配偶者，父母等が負傷，疾病又は老齢により日常生活を営むの

に支障があるため介護を要する場合 

・6月を超えない範囲内において必要と認められる期間 

・勤務しない期間（時間）は無給 

介護時間 

・職員の配偶者，父母等が負傷，疾病又は老齢により日常生活を営むの

に支障があるため介護を要する場合 

・連続する 3 年の期間内において，1 日につき 2 時間を超えない範囲で

必要と認められる時間 

・勤務しない期間（時間）は無給 

 

（３）育児休業の承認期間の状況（令和元年度新規承認者） 

区 分 取得者数 

育児休業承認期間 

6月以下 
6月超え 

1年以下 

1年超え 

1年 6月以下 

1年 6月超え 

2年以下 

2年超え 

2年 6月以下 
2年 6月超え 

男性職員 2 2 0 0 0 0 0 

女性職員 1 0 0 0 1 0 0 

合 計 3 2 0 0 0 0 0 

 

 

 

 



（４）介護休暇の承認期間の状況（令和元年度新規取得者） 

区 分 取得者数 

育児休業承認期間 

1月以下 
1月超え 

2月以下 

2月超え 

3月以下 

3月超え 

4月以下 

4月超え 

5月以下 

5月超え 

6月以下 

男性職員 0 0 0 0 0 0 0 

女性職員 0 0 0 0 0 0 0 

合 計 0 0 0 0 0 0 0 

 

 

５ 職員の分限処分及び懲戒処分の状況 

（１）分限処分者数（令和元年度） 

区  分 降任 免職 休職 降給 合計 

勤務実績が良くない場合 0 0 0 0 0 

心身の故障の場合 0 0 0 0 0 

職に必要な適格性を欠く場合 0 0 0 0 0 

職制，定数の改廃，予算の減少によ

り廃職，過員を生じた場合 
0 0 0 0 0 

刑事事件に関し起訴された場合 0 0 0 0 0 

合  計 0 0 0 0 0 

※分限処分とは，公務の能率維持及びその適正な運営の確保を図る目的から，一定の事由が

ある場合に，地方公務員法第 28条の規定に基づき，職員の意に反して降給，休職，免職

及び降任の処分をすること。 

 

（２）懲戒処分件数（令和元年度） 

区  分 免職 停職 減給 戒告 合計 

給与・任用に関する不正 0 0 0 0 0 

一般服務違反関係 0 0 0 0 0 

一般非行関係 0 0 0 0 0 

事務に関する不正 0 0 0 0 0 

道路交通法違反 0 0 0 0 0 

監督責任 0 0 0 0 0 

合  計 0 0 0 0 0 

※懲戒処分とは，職員に職務上の義務違反や全体の奉仕者としてふさわしくない非行があ

った場合，地方公務員法第 29条の規定に基づき，戒告，減給，停職又は免職の処分をする

こと。 

 



６ 職員の服務の状況 

服務規程 

職員は，町民全体の奉仕者としての職責を自覚し，誠実公正かつ能率的に職務を遂行す

るよう努めなければならない。 

 

７ 職員の退職管理の状況 

平成 28年 4月から地方公務員法の改正に伴い，大洗町職員の退職管理に関する規則を定

め，再就職者（離職後に営利企業等の地位に就いている元職員）による現職職員への働きか

け（職務上の行為をするように，又はしないように要求，又は依頼すること）が規制されて

います。現職職員が働きかけを受けた場合，公平委員会に届け出ることが義務付けられてい

ます。 

 

８ 職員の研修の状況（延べ人数） 

 職員の資質，能力及び教養の向上を図り，円滑な行政運営に資することを目的に職員研修

を行っている。 

区 分 研修名等 受講者数 

外部研修 茨城県自治研修所，県央地域定住自立圏等各種外部研修 50人 

職場研修 
新任職員研修，職場体験研修，メンタルヘルス研修 

ハラスメント防止研修等 
91人 

 

９ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

（１）職員の福利（令和元年度） 

事業 内 容 

ライフプランの支援 ライフプラン講習会（茨城県市町村共済組合） 

各種健康診断の実施 定期健康診断，人間ドック健診，がん検診等 

健康保持・増進の事業 
メンタルヘルスセミナー（茨城県市町村共済組合）， 

ストレスチェック，長時間労働対策 

 

（２）利益の保護の状況（令和元年度） 

区分 
前年度からの 

係属件数 
受理件数 

左記案件に対する処理状況 

処理件数 係属件数 

勤務条件に関す

る措置の要求 
0 0 0 0 

不利益処分に関

する不服申立て 
0 0 0 0 

 

 


